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１．はじめに 

 

平成18年６月に施行された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革推

進に関する法律」に基づき、地方公共団体の資産・債務改革のひとつとして「新

地方公会計制度の整備」が位置付けられました。これにより、発生主義・複式簿

記の考え方の導入を図り、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成18年５月総

務省）で示された内容により、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結会計

ベースの４つの財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収支計算書・純

資産変動計算書）を平成21年度までに整備することが求められました。 

当町においては、平成20年度決算から、歳入・歳出決算資料から財務書類を作

成して、資産、債務改革に資する情報の整備を行ってきました。 

その後、新地方公会計の推進について検討が進む中で、財務書類作成に関して

複数の方式が存在していたことから、市町村間の比較を容易にするため、総務省

が平成27年1月に公表した「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づ

き、全ての地方公共団体において、原則として平成27年度から平成29年度までの

３年度間に統一的な基準による財務書類等を作成することになりました。 

当町でも、平成28年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成し、平

成30年度決算で３回目となり、当町の資産の把握や財政状況の公表資料のひとつ

となっています。 

この財務書類は、「一般会計等」と特別会計や企業会計（水道事業・病院事

業）を合わせた「全体会計ベース」に加え、広域連合、一部事務組合など、町の

財政に影響する関係団体を含む「連結会計ベース」の３つの区分ごとに作成する

ことになっており、当町が所有する資産と債務を把握することができます。 

今後も、それらの分析内容を充分活用して、より一層効率的な財政運営に取り

組んでまいります。 

 

 

「統一的な基準による地方公会計」の特徴 

・すべての地方公共団体が同じ様式で作成することになるため、比較が容易

になります。（平成28年度決算以降より） 

・一部事務組合、広域連合等も自ら財務書類を作成することが義務付けられ

ました。 

・町が所有する土地の評価額は、固定資産税評価にあわせた見直しを行わな

いことになりました。 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、物品）については、固定資産

台帳に基づき計上されており、新たに取得した資産については、次の基準

額に基づき固定資産台帳が整備されます。 

物品 １品の取得価格が50万円以上 

（美術品は、300万円以上、図書は、１冊50万円以上） 

工事請負費 130万円以上（税込） 

修繕費 60万円以上（税込） 
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２．対象となる会計の範囲 

 

平成30年度における４つの財務書類（貸借対照表・行政コスト計算書・資金収

支計算書・純資産変動計算書）は、「一般会計」と特別会計や企業会計をあわせ

た「全体会計」、当町が関係する関連団体を含めた「連結会計」の３つの区分で

作成します。 

区分 対象となる会計名称 

連
結
会
計 

全
体
会
計 

一般 

会計 
一般会計 

 

 

特別 

会計 

国民健康保険事業勘定特別会計 

駐車場特別会計 

公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

介護保険特別会計 

訪問看護事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

企業 

会計 

水道事業会計 

国民健康保険軽井沢病院事業会計 

一
部
事
務
組
合
等 

佐久広域連合 

長野県市町村自治振興組合 

長野県後期高齢者医療広域連合 

北佐久郡老人福祉施設組合養護老人ホーム佐久良荘 

浅麓環境施設組合 

浅麓水道企業団 

佐久市・軽井沢町清掃施設組合 

東北信地区交通災害共済事務組合 

佐久市・北佐久郡環境施設組合 

長野県地方税滞納整理機構 

長野県市町村総合事務組合 

※全体会計は、町関係のすべての会計が合計されて、財務書類を作成してい

ます。 

※一部事務組合等は、複数の自治体と連携協力して行政サービスを実施して

いる関係団体です。各組合に対する負担率等に応じて按分し、全体会計と

合計し、連結会計財務書類が作成されています。 

 （負担率等の変動により、前年度末資金残高及び前年度純資産残高の差異

が生じることがあります。） 
※作成基準日について 

・会計年度の最終日である平成31年３月31日です。 

・出納整理期間（平成31年４月１日から５月31日まで）の入出金については、

作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別

会計と出納整理期間に取引があったものは、作成基準日までに入出金され

たものとして処理しています。 

  



- 4 - 

 

３．財務書類４表について（※財務書類４表の相関図は、連結会計ベースで表示） 

⑴ 貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet）--「ストック情報」 

年度末（３月31日）時点において、町が保有する“固定資産”と将来現金

化して行政サービスに使用する“流動資産”の合計の「資産」と、将来の世

代が負担しなければならない「負債」、これまでの世代が負担してきた「純

資産」の金額で構成されています。 

⑵ 行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement）--「フロー情報」 

１年間の行政活動で、福祉、補助金の交付やごみの収集にかかる経費など

資産形成に結びつかない行政サービスに要したコストと使用料・手数料等の

収益を示すものです。 

⑶ 純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement）--「純資産の変動情報」 

貸借対照表のうち「純資産の部」に計上されている数値が１年間でどのよ

うに変動（増減）したかを示すものです。 

⑷ 資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement）--「現金収支情報」 

１年間における資金の流れを示すもので、性質に区分して、支出と収入を示

し、どのような活動に資金が使われたかを示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ＮＷ：純資産変動計算書】 

「前年度末純資産残高」 ※ 

 827億9,380万円 

「純行政コスト（△）」 
行政サービスに対するコストの財源不足分

を表しています。  △168億3,903万円 

「財源」 
町税などの税収等及び国・県等補助金など

行政コスト計算書に計上されない財源の合

計です。       187億8,729万円 

「純資産等の内部構成の変動額」 
無償譲渡で取得した固定資産等の変動額で

す。          3億2,172万円 

「本年度純資産変動額」 
純資産の1年間の変動額です。 

22億6,998万円 

『当期末残高』 

850億6,378万円 

 

【ＰＬ：行政コスト計算書】 

「経常費用合計」 
人件費、物件費、補助金や児童手当など社

会保障関係給付費に係る費用の合計で

す。         203億5,097万円 

「経常収益合計」 
使用料・手数料などサービス提供の収入

の合計です。     35億8,064万円 

「臨時損失合計」 
資産除売却の損失額です。 

7,620万円 

「臨時利益合計」 
資産除売却の収益額です。 

750万円 

『純行政コスト』 

168億3,903万円 

 

【ＢＳ：貸借対照表】 

「固定資産」 
庁舎、学校、道路及び公園等

住民サービスを提供するた

め保有する財産の合計額で

す。 

884億5,029万円 

「負債」 
町債（借金）など将来の世代

に負担となるものの合計額で

す。 

131億5,574万円 

「流動資産」 
財政調整基金（貯金）など将

来現金化して行政サービス

に使用する財産です。 

97億6,923万円 

うち現金預金 

33億3,878万円 

「純資産」 
過去の世代や国・県が負担し、

将来返済しなくてもよい財産

です。 
850億6,378万円 

『資産合計』 

982億1,952万円 

『負債及び純資産合計』 

982億1,952万円 

 
【ＣＦ：資金収支計算書】 

「業務活動収支」 
行政サービスを行う中での収支状況です。 

49億1,299万円 

「投資活動収支」 
学校、道路や公園などの資産形成に係る収

入と支出の状況です。 

△38億 232万円 

「財務活動収支」 
町債（借金）の借入（収入）や償還（返済）

の収支状況です。 

△10億2,835万円 

「期首資金残高」※ 

32億5,646万円 

『本年度末資金残高』 

33億3,878万円 

 
※連結会計は一部事務組合等の負担率変動により前年度末資金残高

及び前年度純資産残高の差異が生じることがあります。 
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⑴ 貸借対照表（ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ）(平成31年3月31日現在) 

貸借対照表は平成30年度末（平成31年３月31日）において、町が保有している「資

産」とその資産をどのような財源（「負債」・「純資産」）でまかなっているかを表

しています。 

左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」（将来世代の負担）と資産

と負債の差額である「純資産」（これまでの世代の負担）に分けて対照表示したもので

す。（連結会計を含めて掲載するため、ページを分割して表示しています。） 

■内容の説明---借方「資産」関係 

「固定資産」 

事業用資産（庁舎、学校、公民館等）とインフラ資産（道路、公園、水路等）に分

けられ、将来の世代に引き継ぐ社会的資本などの資産の合計額です。 

「流動資産」 

資金（年度末に保有している現金及び基金以外の預金）や税等の未収金、貸付金、

財政調整基金等の積立金、基金など将来現金化することが可能な財産です。 

 

資産の部 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 固定資産 711億6,725万円 856億6,972万円 884億5,029万円 

有形固定資産 659億2,155万円 794億 177万円 813億2,437万円 

事業用資産 283億3,668万円 327億1,288万円 343億5,037万円 

インフラ資産 369億1,993万円 451億4,325万円 453億7,140万円 

物品 6億6,494万円 15億4,564万円 16億 260万円 

無形固定資産 5億8,972万円 6億4,228万円 6億4,334万円 

投資その他の資産 46億5,599万円 56億2,567万円 64億8,258万円 

投資及び出資金 15億1,423万円 15億1,423万円 15億1,423万円 

投資損失引当金 - - - 

長期延滞債権 11億3,036万円 13億6,820万円 13億6,841万円 

長期貸付金 - - - 

基金（減債基金等） 20億1,140万円 27億4,324万円 35億9,972万円 

その他 - - 23万円 

徴収不能引当金 - - △1万円 

２ 流動資産 67億7,827万円 93億 548万円 97億6,923万円 

現金預金 11億9,251万円 30億5,931万円 33億3,878万円 

未収金 1億9,419万円 6億4,428万円 6億4,844万円 

短期貸付金 4万円 4万円 4万円 

基金 
（財政調整基金等） 

43億1,917万円 45億 194万円 46億4,540万円 

棚卸資産 - 2,999万円 3,001万円 

その他 10億7,237万円 10億7,237万円 11億 901万円 

徴収不能引当金 - △244万円 △244万円 

繰延資産 - - - 

    

資産合計 779億4,552万円 949億7,520万円 982億1,952万円 
※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致ない場合があ

ります。 
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「固定負債」 

流動負債に計上した公債の残額や退職給付（手当）引当金など将来の世代の負担と

なるものです。 

「流動負債」 

１年内償還予定公債（町債）やその他賞与引当金、預り金などです。 

「純資産」 

過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産です。 

    

負債の部 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 固定負債 46億1,707万円 103億8,500万円 117億 422万円 

地方債 31億3,417万円 71億6,421万円 76億 857万円 

長期未払金 - - - 

退職手当引当金 14億6,480万円 15億4,460万円 24億1,789万円 

損失補償等引当金 - - - 

その他 1,811万円 16億7,619万円 16億7,776万円 

    

２ 流動負債 5億2,878万円 13億6,262万円 14億5,152万円 

１年内償還予定地方債 3億8,158万円 8億8,849万円 9億4,369万円 

未払金 - 1億9,563万円 1億9,685万円 

未払費用 - - - 

前受金 - 3,360万円 3,387万円 

前受収益 - - - 

賞与等引当金 1億4,720万円 2億2,139万円 2億4,925万円 

預り金 - 2,350万円 2,562万円 

その他 - - 224万円 

    

    

負債合計 51億4,585万円 117億4,762万円 131億5,574万円 

 

純資産の部 

固定資産等形成分 790億3,366万円 899億 568万円 915億9,418万円 

余剰分（不足分） △62億3,399万円 △66億7,809万円 △65億3,427万円 

他団体出資等分   387万円 

純資産合計 727億9,967万円 832億2,759万円 850億6,378万円 

    

    

負債及び資産合計 779億4,552万円 949億7,520万円 982億1,952万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合が

あります。 
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（２）行政コスト計算書（平成30年4月1日から平成31年3月31日） 

平成30年度１年間の経常的な行政活動のうち、福祉サービスやごみの収集にかかる

経費など、資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、その財源となる

使用料や手数料等の収入の関係を表し、企業会計における損益計算書にあたるもので

す。 

減価償却費など非現金コストについても計上し、経常費用合計から経常収益合計を

差し引いたものが平成30年度の純経常行政コストとなります。 

■内容の説明 

「人件費」 

職員給与や議員報酬、退職手当引当金（全職員が年度末に普通退職したと仮定した

場合の見込額を繰入れた額）など。 

「物件費等」 

備品や消耗品、施設等の維持補修の費用、社会資本の経年劣化等に伴う減少額（減

価償却費）、委託料や使用料・手数料など。 

「その他の業務費用」  公債（町債）償還の利子など 

「移転費用」 

町民や各団体等への補助金や、児童手当、生活保護などの社会保障関係給付など 

「経常収益」  使用料・手数料など、サービスの提供に対する収入等 

 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

①経常費用（純行政コスト） 

 １＋２ 
104億7,420万円 169億9,135万円 203億5,097万円 

１ 業務費用 63億8,526万円 103億2,094万円 117億5,950万円 

人件費 20億8,081万円 35億9,546万円 44億5,375万円 

物件費等 42億5,013万円 64億2,547万円 69億5,468万円 

その他の業務費用 5,432万円 3億    円 3億5,106万円 

２ 移転費用 40億8,894万円 66億7,041万円 85億9,147万円 

補助金等 17億3,889万円 53億2,132万円 41億1,800万円 

社会保障給付 7億4,871万円 7億4,871万円 38億6,275万円 

他会計への操出金 15億4,449万円 5億1,438万円 5億1,438万円 

その他 5,685万円 8,600万円 9,634万円 

②経常収益（使用料及び手数料等） 4億5,293万円 32億2,977万円 35億8,064万円 

使用料及び手数料 2億6,721万円 26億7,615万円 27億9,978万円 

その他 1億8,571万円 5億5,362万円 7億8,085万円 

③純経常行政コスト 

（①経常費用－②経常収益） 
100億2,128万円 137億6,158万円 167億7,033万円 

④臨時損失（資産除売却損など）  6,953万円 7,596万円 7,620万円 

⑤臨時利益（資産売却益など）  683万円 701万円 750万円 

純行政コスト 

（③純経常行政コスト＋④臨時損

失－⑤臨時利益）  

100億8,398万円 138億3,053万円 168億3,903万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 
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(３)純資産変動計算書（平成30年4月1日から平成31年3月31日） 

平成30年度中の純資産（国・県や過去及び現世代が負担した将来返済が不要な財

産）の変動額を明らかにし、どのような財源や要因により増減したかを表していま

す。 

（※純資産額については貸借対照表に掲載） 

■内容の説明 

「純行政コスト（△）」 

行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコストの財源不足分

を表しています。 

「財源」 

町税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計算書に計上されな

い財源を表しています。 

「固定資産等の変動」 

有形固定資産等の増加と減少や貸付金・基金等の形成と取崩の額を表しています。 

「資産評価差額」 

固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差額を表していま

す。 

「無償所管換等」 

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表しています。 

 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計※ 

前年度末純資産残高 

 （平成30年3月31日現在）  
709億1,978万円 810億7,649万円 827億9,380万円 

１ 純行政コスト（△）  △100億8,398万円 △138億3,053万円 △168億3,903万円 

２ 財源 116億6,093万円 156億6,365万円 187億8,729万円 

(1)  税収等 106億2,411万円 125億8,508万円 154億8,424万円 

(2)  国県等補助金 10億3,682万円 30億7,857万円 33億 304万円 

３ 本年度差額 

（１純行政コスト（△）＋２財源）  
15億7,695万円 18億3,312万円 19億4,826万円 

４ 固定資産等の変動（内部変動）     

５ 資産評価差額 - - - 

６ 無償所管換等 3億 294万円 3億1,798万円 3億1,778万円 

７ 他団体出資等分 - - - 

８ 比例連結割合変更に伴う差額 - - 387万円 

９ その他純資産の変動 - - 7万円 

本年度純資産変動額 

（平成30年度中） 
18億7,989万円 21億5,110万円 22億6,998万円 

本年度末純資産残高  

（平成31年3月31日現在） 
727億9,967万円 832億2,759万円 850億6,378万円 

※記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

※連結会計は一部事務組合等負担率の変更により前年度末純資産残高に差異が生じることがありま

す。 
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（４）資金収支計算書（平成30年4月1日から平成31年3月31日） 

平成30年度における行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる三つの活

動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分し、金額を表示し

たもので、どのような活動に資金を必要であったかを表しています。 

■内容の説明 

「業務活動収支」 行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入・支出されるものです。 

「投資活動収支」 学校・道路・公園等の資産形成や投資・貸付金等の収入・支出です。 

「財務活動収支」 公債（町債）・借入金などの借入（収入）や償還（支出）などです。 

 

  

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

１ 業務活動収支 28億3,428万円 35億3,477万円 49億1,299万円 

⑴ 業務支出 88億8,993万円 147億8,812万円 180億3,033万円 

①業務費用支出（人件費･物件費等など） 48億  99万円 81億1,771万円 90億3,509万円 

うち支払利息支出 3,703万円 1億6,763万円 1億7,135万円 

②移転費用支出（補肋金･扶肋費など） 40億8,894万円 66億7,041万円 89億9,524万円 

⑵ 業務収入 117億3,291万円 183億3,238万円 229億5,073万円 

①税収等収入 
（税･地方譲与税･介護保険料など） 

104億7,035万円 116億7,400万円 147億5,425万円 

②国県等補肋金収入（国県支出金など） 8億 964万円 34億3,104万円 48億  9万円 

③使用料及び手数料収入 2億6,721万円 26億7,451万円 27億9,755万円 

④その他の収入 1億8,571万円 5億5,283万円 5億9,884万円 

⑶ 臨時支出 870万円 966万円 765万円 

⑷ 臨時収入 - 18万円 25万円 

２ 投資活動収支 △21億5,632万円 △23億7,632万円 △38億 232万円 

⑴ 投資活動支出 38億7,308万円 42億3,879万円 46億6,966万円 

①公共施設等整備費支出 
（工事請負費など） 

20億5,513万円 22億7,723万円 26億3,696万円 

②基金積立金支出 17億1,791万円 18億6,152万円 19億3,266万円 

③その他の支出 
（貸付金･投資及び出資金など） 

1億  4万円 1億  4万円 1億  4万円 

⑵ 投資活動収入 17億1,676万円 18億6,247万円 8億6,734万円 

①国県等補肋金収入 2億2,718万円 3億 446万円 △8億4,000万円 

②基金取崩収入 12億7,084万円 13億   84万円 14億5,016万円 

③その他の収入 
（貸付金元金回収，資産売却収入など） 

2億1,874万円 2億5,717万円 2億5,718万円 

３ 財務活動収支 △5億3,695万円 △10億5,477万円 △10億2,835万円 

⑴ 財務活動支出 5億3,695万円 10億5,477万円 12億  91万円 

①地方債償還支出（町債の元金償還分） 5億3,695万円 10億5,477万円 12億  91万円 

②その他の支出 - - - 

⑵ 財務活動収入（町債の発行収入） - - 1億7,255万円 

①地方債発行収入 - - 1億7,255万円 

②その他の収入 - - - 

本年度資金収支額（平成30年度中） 1億4,101万円 1億 368万円 8,232万円 

期首資金残高 (平成30年3月31日現在) 10億5,150万円 29億5,563万円 32億2,912万円 

比例連結割合変更に伴う差額 - - 2,734万円 

本年度末資金残高 (平成31年3月31日現在) 11億9,251万円 30億5,931万円 33億3,878万円 

※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

※連結会計は一部事務組合等の負担率の変更により期首（前年度末）資金残高に差異が生じること

があります。 
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４．平成３０年度財務書類分析数値 
※住民基本台帳人口は、平成31年1月1日現在の20,389人となっています。 

項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

資
産
形
成
度 

①町民一人あたり資産額 
ＢＳ資産合計÷住民基本台帳人口 

382.3万円 465.8万円 481.7万円 

町が所有する資産額を住民人口で除して、一人当たりの金額を算出したものです。 

②歳入額対資産比率 
ＢＳ資産合計÷ＣＦ各収入額合計 

5.8年 4.7年 4.1年 

本年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得した資産が、歳入の何

年分に相当するかを表しています。 

③有形固定資産減価償却率  

(資産老朽化比率)  
ＢＳ償却資産累計額÷（ＢＳ有形固定資産合

計－ＢＳ土地等の非償却資産＋ＢＳ減価償却

累計額） 

66.0％ 62.5％ 62.2％ 

土地や建設仮勘定以外の有形固定資産を一定の耐用年数によって減価償却を実施した場合、年度

末における資産が全体としてどの程度経過しているかを比率で表したものです。この比率が

100％に近いほど老朽化の程度が高いことを示しています。 

世
代
間
公
平
性 

①純資産比率 
ＢＳ純資産合計÷ＢＳ資産合計 

93.4％ 87.6％ 86.6％ 

町等が有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現役世代の負担によるもので、負債の部分は

将来の返済が必要なものとして将来世代が負担することになります。そのため、純資産の変動は、

将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。将来の世代に負担をかけな

いためにも純資産比率は高い方が良いとされています。 

②社会資本等形成の世代間負担比率 
（ＢＳ地方債＋ＢＳ１年以内償還予定地方債）

÷ＢＳ有形固定資産 

5.3％ 10.1％ 10.5％ 

町等所有する社会資本などの財源のうち、将来償還が必要な負債が占める割合（公共資産等形成

充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握す

ることができます。この比率が高いほど、将来世代の負担が大きいことを示しています。 

持
続
可
能
性
（
健
全
性
） 

①町民一人あたり負債額 
ＢＳ負債合計÷住民基本台帳人口 

25.2万円 57.6万円 64.5万円 

負債（将来世代の負担）が住民一人当たりいくらあるのかを表し、住民一人当たりの資産や純資

産などと比較して財政の健全性を検討する指標になります。 

②基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

ＣＦ業務活動収支 ＋ＣＦ支払利息支出 

＋ＣＦ投資活動収支 

7億1,499万円 13億2,608万円 12億8,203万円 

資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額のことを

いい、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入の収支を示してい

ます。当該収支が均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対

する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 

③地方債の債務償還可能年数 
（ＢＳ地方債＋ＢＳ１年以内償還予定地方債）

÷ＣＦ業務活動収支 

1.24年 2.28年 1.74年 

地方債（借金）の実質債務に対し、償還財源上限額の何年分あるかを示す指標です。債務償還

可能年数が短いほど高く、逆に長いほど低いといえます。 

当町は、不交付団体であるため、地方債借入に対する恩恵がなく、健全な財政運営に努めるた

め、事業に必要な財源を計画的に基金（貯金）へ積み立てる等一定の財源を確保した後事業を

実施しているため、債務償還可能年数は、短いものとなっています。 

※財務書類４表の数値に基づき計算後、四捨五入を行っているため、記載金額と一致しない場

合があります。 
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項目 一般会計等 全体会計 連結会計 

効
率
性 

①町民一人あたり純経常行政コスト 
ＰＬ純経常行政コスト÷住民基本台帳人口 

49.2万円 67.5万円 82.3万円 

純経常行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、住民一人当たりいくらかかっ

ているのかを表しています。 

②町民一人あたり人件費 
ＰＬ人件費÷住民基本台帳人口 

10.2万円 17.6万円 21.8万円 

行政コストのうち人件費だけに絞って住民一人当たりのコストを計算したものです。人件費に

は、議員や職員、嘱託員にいたるまで実際の給与や手当退職負担金の現金支出額のみならず発生

主義において認識した退職給与手当金や賞与引当金も含んでいます。 

③町民一人あたり物件費 
ＰＬ物件費÷住民基本台帳人口 

20.8万円 31.5万円 34.1万円 

物件費等は、外部への業務委託料や社会資本等（事業用資産＋インフラ資産）の使用コストを表

す減価償却費、維持補修費等の合算額を表しており、このコストが住民一人当たりいくらになる

かを表しています。 

④町民―人あたり移転費用 
ＰＬ移転費用÷住民基本台帳人口 

20.1万円 32.7万円 42.1万円 

扶助費などの社会保障関係給付や各特別会計への繰出金、政策目的により住民や各団体などへ支

出する補助金など、一般会計以外の事業として進める行政サービスが住民一人当たりいくらにな

るかを表しています。 

弾
力
性 

①行政コスト対税収等比率 
ＰＬ純経常行政コスト÷ＮＷ財源 

85.9％ 87.9％ 89.3％ 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等のうち、どれ

だけが資産形成を伴わない行政コストに使われたのかを把握することができます。この比率が

100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、また、100％を上回ると過去から蓄積した資産が取

り崩されたことを表します。 

自
立
性 

①受益者負担の割合 
ＰＬ経常収益÷ＰＬ経常費用 

4.3％ 19.0％ 17.6％ 

地方公共団体の経常費用のうち、サービスの受益者が直接的に負担するコストの比率です。 

※財務書類４表の数値に基づき計算後、四捨五入を行っているため、記載金額と一致しない場合があ

ります。 
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